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　廃棄物の減量化の目標量
第四次循環型社会形成推進基本計画（平成30年６月19日閣議決定）

（1） 経　　緯
　循環型社会形成推進基本計画は、循環型社会形成推進基本法に基づき、循環型社会の形成に関する
施策の総合的かつ計画的な推進を図るために策定され、本計画は概ね５年ごとに見直しを行うものと
されていることから、平成30年６月19日に第四次循環型社会形成推進基本計画が閣議決定されました。
　新たな計画では、環境的側面、経済的側面及び社会的側面の統合的向上を掲げた上で、重要な方向
性として、地域循環共生圏形成による地域活性化、ライフサイクル全体での徹底的な資源循環、適正
処理の更なる推進と環境再生、などを掲げ、その実現に向けて概ね2025年度までに国が講ずべき施策
を示しています。

（２） 内　　容
１　４つの指標と目標値（物質フロー指標）
　　①「入口」：�資源生産性　2025年度目標：約49万円／トン（2000年度の約２倍）
　　　※資源生産性＝�ＧＤＰ／天然資源等投入量：産業や人々の生活がいかにものを有効に利用しているかを総合的に表す

指標

　　②「循環」：入口側の循環利用率　2025年度目標：約18％（2000年度の約1.8倍）
　　　※入口側の循環利用率＝�循環利用量／（天然資源等投入量＋循環利用量）：経済社会に投入されるものの全体量のうち、

循環利用量の占める割合を表す指標

　　③「循環」：出口側の循環利用率　2025年度目標：約47％（2000年度から約1.3倍）
　　　※出口側の循環利用率＝�循環利用量／廃棄物等発生量：廃棄物等の発生量のうち、循環利用量の占める割合を表す指標

　　④「出口」：�最終処分量　2025年度目標：約13百万トン（2000年度から約77％減）
　　　※最終処分量＝廃棄物の埋立量：廃棄物最終処分場のひっ迫という課題にも直結した指標

２　７つの取組指標
　　①�持続可能な社会づくりとの総合的取組
　　②�多種多様な地域循環共生圏形成による地域活性化
　　③�ライフサイクル全体での徹底的な資源循環
　　④�適正処理の更なる推進と環境再生
　　⑤�万全な災害廃棄物処理体制の構築
　　⑥�適正な国際資源循環体制の構築と循環産業の海外展開の推進
　　⑦�循環分野における基盤整備

時代の要請　～循環型社会の構築～

　循環型社会とは、①廃棄物等の排出抑
制、②循環資源の適正な循環的利用の促
進、③循環的な利用が行われない循環資
源について適正な処分が確保されること
によって、天然資源の消費を抑制し、環
境への負荷ができる限り低減される社会
です。個別の廃棄物・リサイクル法の基
本的枠組み法である循環型社会形成推進
基本法が平成12年６月に公布されるとと
もに、同法と前後してリサイクル関連法
等が制定されるなど、廃棄物・リサイク
ル対策を総合的・計画的に推進していく
こととしています。

循環型社会の構築に向けて
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〈個別物品の特性に応じた規制〉
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環境基本法　Ｈ６.８完全施行

環境基本計画

自　然　循　環

社会の物質循環
循　環

循環型社会形成推進基本法（基本的枠組法） Ｈ13. １完全施行

◯　基本原則　　◯国、地方公共団体、事業者、国民の責務　　◯国の施策

　　　　　　　　　　　 循環型社会形成推進基本計画 ：国の他の計画の基本

（� ）・社会の物質循環の確保
・天然資源の消費の抑制
・環境負荷の低減

廃棄物処理法 Ｈ30. ６一部改正

・廃棄物の発生抑制

・廃棄物の適正処理（リサイクルを含む）

・廃棄物処理施設の設置規制

・廃棄物処理業者に対する規制

・廃棄物処理基準の設定　等

資源有効利用促進法 Ｈ13. ４全面改正施行

・再生資源のリサイクル

・リサイクル容易な構造、

　材質等の工夫

・分別回収のための表示

・副産物の有効利用の促進

（１Ｒ）

リサイクル リデュース

（３Ｒ）

リユース

リサイクル

グリーン購入法 Ｈ13．４完全施行　〔国等が率先して再生品等に調達を推進〕

循環型社会づくりを支える法体系




